
 

１ 改正の趣旨及び背景 

障害者総合支援法及び児童福祉法に係る関係省令の一部改正（平成２７年４月施行分）に

伴い、障害福祉サービスを提供する事業所等が満たすべき基準を見直し、千葉市指定障害福

祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例等の一部を改正しよう

とするものです。 

 

２ 改正する条例 

〇 千葉市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例

（平成２４年千葉市条例第６８号。以下、「障害福祉サービス指定基準」という。） 

〇 千葉市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例 

（平成２４年千葉市条例第７４号。以下、「障害児通所サービス指定基準」という。） 

 

３ 改正の概要 

（１）基準該当生活介護、基準該当短期入所及び基準該当児童発達支援、基準該当放課後等デ

イサービスの対象拡大について 

障害福祉サービス指定基準第９６条及び第１１０条並びに障害児通所サービス指定基準

第６０条の２及び第８０条において準用する第６０条の２において、一定の要件を満たした

介護保険制度の指定小規模多機能型居宅介護事業者については、障害福祉サービス等におけ

る基準該当生活介護、基準該当短期入所、基準該当児童発達支援又は基準該当放課後等デイ

サービス事業所とみなすことができる仕組みとなっているところですが、本改正により、一

定の要件を満たした介護保険制度の指定看護小規模多機能型居宅介護事業所についても上

記仕組みと同様にみなすこととします。 

 

（２）指定児童発達支援の運営に関する基準について 

障害児通所サービス指定基準第５１条において、児童発達支援センターにおける指定児童

発達事業者は、地域との連携・交流に努めること、及び家庭からの相談に応じ援助を行うよ

う努めることと規定されているところですが、相談に応じ援助を行う対象に、障害児本人や

障害児が通う保育所等の施設を加えることとします。 

 

（３）主として重症心身障害児を通わせる放課後等デイサービスの設置基準について 

主として重症心身障害児を通わせる指定放課後等デイサービス事業を行う場合の、従業者

及び員数並びに利用定員について、児童発達支援の場合と同様の規定を追加します。 

 

（４）病院敷地内における指定共同生活援助の事業等の特例について 

長期入院精神障害者の地域移行に向けた具体的方策として、一定の条件を満たす場合、精

神科病院の敷地内において、指定共同生活援助の事業等を行う事ができる旨の省令改正が行

われましたが、地域移行のあり方として疑問があるとの見解もあることから当面は条例改正

を行わないこととします。 

 

４ 施行期日（予定） 

平成２７年７月１日（水） 

千葉市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に 

関する基準を定める条例等の一部改正（案）について（概要） 


